


　　Ⅰ．　資 産 総 額 29,124,915,531 円

　　　　 　内　 基本財産 11,492,949,073 円

　　　　　　　　 運用財産 17,631,966,458 円

　　Ⅱ．　負 債 総 額 1,995,294,096 円

　　Ⅲ．　正 味 財 産 27,129,621,435 円

　　資　産　額

11,492,949,073 円
土地 76,006.41㎡ 2,141,475,605 円
建物 59,823.20㎡ 8,579,179,927 円
構築物 163件 238,890,151 円
教育研究用機器備品 14,260点 164,567,933 円
管理用機器備品 605点 221,773,339 円
図書 29,342冊 129,938,906 円
車両 24台 17,123,212 円

2　運用財産 17,631,966,458 円
現金預金 10,794,471,831 円
減価償却引当特定資産 120,000,000 円
学院整備引当特定資産 850,000,000 円
有価証券 5,360,204,891 円
貯蔵品 141,484 円
未収入金 9,578,845 円
前払金 77,442,352 円
長期前払金 3,315,109 円
保証金 10,180,000 円
預託金 113,014,448 円
出資金 10,000 円
同窓会等預り資産 291,959,109 円
電話加入権 3件 676,312 円
施設利用権 2件 2 円
ソフトウェア 11件 972,075 円

   Ⅰ．資 産 総 額 29,124,915,531 円

1　固定負債 328,559,109 円
預り保証金 36,600,000 円
同窓会等預り金 291,959,109 円

2　流動負債 1,666,734,987 円
未払金 20,711,970 円
前受金 1,557,684,190 円
預り金 47,325,964 円
賞与引当金 41,012,863 円

   Ⅱ．負 債 総 額 1,995,294,096 円

27,129,621,435 円

負　債　額

   Ⅲ．正味財産（資産総額－負債総額）

学校法人二本松学院　　令和7年度　　財務情報

財　産　目　録

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                　　　　　　　　令和8年3月31日   （単位： 円）

区　　　　　　分 金　　　　　　額

1　基本財産



科 目 本年度末 前年度末 増　　減

 　　土地      2,141,475,605  100,160,395       2,041,315,210  

 　　建物      8,579,179,927  △ 415,279,525     8,994,459,452  

 　　構築物 238,890,151  △ 40,056,008278,946,159  

 　　教育研究用機器備品 164,567,933  24,275,817  140,292,116  

 　　管理用機器備品 221,773,339  △ 2,854,836224,628,175  

 　　図書 129,938,906  2,676,498  127,262,408  

 　　車両 17,123,212  △ 9,383,71526,506,927  

 　　減価償却引当特定資産 120,000,000  8,000,000  112,000,000  

 　　学院整備引当特定資産 850,000,000  50,000,000  800,000,000  

 　　電話加入権 676,312  0  676,312  

 　　施設利用権 2  0  2  

ソフトウェア 972,075  △ 364,2131,336,288  

 　　有価証券      5,360,204,891  547,156,810       4,813,048,081  

 　　長期前払金 3,315,109  △ 6,630,2109,945,319  

 　　保証金 10,180,000  0  10,180,000  

 　　預託金 113,014,448  0  113,014,448  

 　　出資金 10,000  0  10,000  

 　　同窓会等預り資産 291,959,109  19,832,841  272,126,268  

 　　現金預金     10,794,471,831       1,044,839,223       9,749,632,608  

 　　未収入金 9,578,845  △ 33,359,65342,938,498  

 　　貯蔵品 141,484  △ 156,516298,000  

 　　前払金 77,442,352  1,059,556  76,382,796  

 　　仮払金 0  △ 162,400162,400  

 　　預け金 0  △ 400,000,000400,000,000  

令和 8年 3月31日

(単位　円)



科 目 本年度末 前年度末 増　　減

 　　預り保証金 36,600,000  43,200,000  △ 6,600,000

 　　同窓会等預り金 291,959,109  272,126,268  19,832,841  

 　　未払金 20,711,970  16,434,124  4,277,846  

 　　前受金      1,557,684,190       1,874,927,920  △ 317,243,730

 　　預り金 47,325,964  59,715,416  △ 12,389,452

 　　賞与引当金 41,012,863  0  41,012,863  

科 目 本年度末 前年度末 増　　減

 　　第1号基本金     20,554,413,539      20,390,748,484  163,665,055  

 　　第4号基本金 199,000,000  199,000,000  0  

 　　翌年度繰越収支差額      6,376,207,896       5,379,009,255  997,198,641  



賞与引当金
…教職員に対する賞与の支給に備えるため、当年度に負担すべき支給見込額を計上している。
退職給与引当金
…期末要支給額は、（独）勤労者退職金共済機構中小企業退職金共済事業本部からの交付金と

（１）改正後の学校法人会計基準（昭和46年文部省令第18号）の適用
当年度から、学校法人会計基準の一部を改正する省令（令和６年文部科学省令第28号）に基づく改正後の
学校法人会計基準を適用し、計算書類及びその附属明細書の様式を変更している。

（２）賞与引当金の計上

注記事項（第４０条関係）

これにより期首に計上すべき額として特別収支に39,736,211円を計上し、当年度に賞与として支給した額
から特別収支の計上額を除いた額及び支給は翌年度であるが当年度の支給対象期間に相応する額として、
人件費に116,664,652円を計上している。この結果、従来の方法と比較して教育活動収支差額、経常収支

７．当該会計年度の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策
　　第４号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

有価証券の評価基準及び評価方法
…満期保有目的有価証券の評価基準は償却原価法である。

同額であるため、退職給与引当金は設定していない。

（２）その他の重要な会計方針

２．重要な会計方針の変更等

学校法人会計基準の改正により、引当金の計上基準が明確化されたことに伴い、当年度から計上している。

３．固定資産の減価償却額の累計額の合計額　      9,059,816,077円

４．金銭債権の徴収不能引当金の合計額　　    　　            0円

５．担保に供されている資産の種類及び額 　　なし

有価証券の評価基準及び評価方法は移動平均法に基づく原価法である。

差額が1,276,652円減少し、基本金組入前当年度収支差額が41,012,863円減少している。

１．引当金の計上基準その他の計算書類の作成に関する重要な会計方針
（１）引当金の計上基準

徴収不能引当金
…未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。

６．翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額 0円



（単位 円）

（注１）セグメント情報は拠点区分別（設置学校・附属施設別）の収支情報の内訳を示すものであり、必ずしも理事会が経

営資源の配分の決定及び業績を評価すること等を目的とした財務情報にはなっていない。

（注２）各セグメントの主な区分方法は、拠点区分に応じて「京都美術工芸大学」「幼稚園・小学校・中学校・高等学校・

　専修学校等」「その他」に区分している。「幼稚園・小学校・中学校・高等学校・専修学校等」には、京都建築大学

　校、京都伝統工芸大学校を含んでいる。「その他」には、学校法人部門を含んでいる。

（注３）収入額及び支出額の各セグメントへの配分方法は、昭和55年11月４日付け文管企第250号文部省管理局長通知「資金

収支内訳表等の部門別計上及び配分について（通知）」に記載の方法を適用している。

９．重要な偶発債務 なし

10．子法人に関する事項 なし

11．学校法人の出資による会社に係る事項　 なし

216,570,535

△ 1,189,294

217,759,829

△ 5,273,761

997,198,641

△ 163,665,055

1,160,863,696

△ 39,368,999

566,216,549

△ 21,343,236

587,559,785 1,200,232,695223,033,590

4,198,168,34725,464,7152,274,733,826

376,887,318

△ 12,752,002

389,639,320

3,430,011,822218,542,7451,892,851,7301,318,617,347

768,156,525△ 193,078,030381,882,096579,352,459

432,076,170416,111,6207,757,2248,207,326

合計その他
幼稚園・小学校・中
学校・高等学校・専

修学校等
京都美術工芸大学

８．セグメント情報

当年度収支差額

基本金組入額合計

セグメント
　　科　目

特別収支差額

経常収支差額

教育活動外収支差額

教育活動収支差額

教育活動支出計

教育活動収入計

基本金組入前当年度収支差額

1,897,969,806

320,887,858

△ 55,999,460

459,740,248

△ 106,476,301



12．関連当事者との取引の内容に関する事項

　　関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。
（単位 円）

役員の兼
任等

事業上の
関係

子法人 出資
会社

学校法人
間取引

（有）京都教
育支援セン
ター（注1）

兵庫県
川西市

1600万円

不動産管
理、賃貸
借、教材販

売等

― ―

寮管理、
校内清
掃、購買
業務等

土地の賃借
（注2）

― 預託金 50,000,000

（有）京都教
育支援セン
ター（注1）

兵庫県
川西市

1600万円

不動産管
理、賃貸
借、教材販

売等

― ―

寮管理、
校内清
掃、購買
業務等

業務委託料
の支払
（注3）

110,070,000 ― ―

（有）京都教
育支援セン
ター（注1）

兵庫県
川西市

1600万円

不動産管
理、賃貸
借、教材販

売等

― ―
職員の出

向
出向料の受
取（注4）

19,200,000 ― ―

（財）京都伝
統工芸産業支
援センター
（注5）

京都府
南丹市

―
伝統工芸産
業支援

― 2名

伝統工芸
分野の技
術習得に
ついての
助言等の
業務委託

業務委託料
の支払
（注6）

9,600,000 ― ―

新谷秀一 ― ― ― ― ― ―
土地の賃借
（注7）

49,167,000 ― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等

13．学校法人間の財務取引
なし

14．重要な後発事象
なし

（注２）賃借料の支払は行っていない。

（注３）寮管理、校内清掃、購買業務等の業務委託料については、市場価格を勘案して一般的条件と同様に決定している。

（注４）出向料については、出向者の人件費等を勘案し、合理的に決定している。

（注７）土地の賃借は、近隣の賃借条件を勘案した上で協議し、賃借契約を締結している。

（注５）財団の意思決定に関する重要な契約（業務委託契約）が存在する。

（注６）伝統工芸分野の技術習得についての助言等の業務委託料については、実勢価格を勘案して一般的条件と同様に決定している。

理事長

関係法人

役員及びその近親者
が議決権の過半数を
所有している会社

役員及びその近親者
が議決権の過半数を
所有している会社

（注１）理事長およびその近親者が議決権の100％を直接保有している。

他の注記事項との
関係

役員及びその近親者
が議決権の過半数を
所有している会社

役員、法人等の
名称

期末残高勘定科目取引金額取引の内容関係内容議決権の
所有割合

事業内容
又は職業

資本金又は
出資金

住所属性



15.その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項
（１）有価証券の時価情報
① 総括表 （単位 円）

② 明細表 （単位 円）

（２）その他
外郭団体（同窓会、学生自治会等）からの預り資産について、資産の部「その他の固定資産（同窓会等預り資産）」と負債の部「固定負債（同
窓会等預り金）」として同額を計上している。

時 価 差 額貸借対照表計上額

当年度（令和８年３月31日）

140,013,216

0

5,360,204,891

0

5,360,204,891

0

0

△ 756,712,159

1,509,000,000

140,013,216

0

4,603,492,732

3,222,791,675

1,997,400,000

2,954,479,516 △ 268,312,159

△ 488,400,000

（うち満額保有目的の債券）

時価が貸借対照表計上額を超えないもの

（うち満額保有目的の債券）

時価が貸借対照表計上額を超えるもの

(2,000,000,000)

4,137,413,216

(1,222,791,675)

1,222,791,675

有価証券合計

時価のない有価証券

（うち満額保有目的の債券）

合 計

5,360,204,891

0

(3,222,791,675)

5,360,204,891

(2,954,479,516)

当年度（令和８年３月31日）

差 額時 価

(△268,312,159)

4,603,492,732

(1,727,854,000)

3,376,867,216

(1,226,625,516)

1,226,625,516

△ 756,712,159

(△272,146,000)

△ 760,546,000

(3,833,841)

3,833,841

貸借対照表計上額

合 計

時価のない有価証券

有価証券合計

種類

債券

株式

投資信託

その他



令和 7年 4月 1日

令和 8年 3月31日

から

まで

 収　入　の　部
科 目 予　　算 決　　算 差　　異

 　　授業料収入      3,055,380,000       2,997,664,070  57,715,930  

 　　入学金収入 113,250,000  116,350,000  △ 3,100,000

 　　実験実習料収入 12,280,000  12,537,500  △ 257,500

 　　教育充実費収入 315,000,000  362,160,000  △ 47,160,000

 　　施設設備費収入 8,640,000  7,380,000  1,260,000  

 　　教材費収入 86,138,000  81,886,080  4,251,920  

 　　入学検定料収入 26,879,000  23,072,000  3,807,000  

 　　試験料収入 396,000  333,000  63,000  

 　　証明手数料収入 1,166,000  867,100  298,900  

 　　在籍管理料収入 2,876,000  3,750,000  △ 874,000

 　　その他の手数料収入 366,000  353,700  12,300  

 　　特別寄付金収入 500,000  350,000  150,000  

 　　国庫補助金収入 120,247,000  196,087,100  △ 75,840,100

 　　地方公共団体補助金収入 85,562,000  125,088,735  △ 39,526,735

 　　有価証券売却収入 0  400,000,000  △ 400,000,000

 　　補助活動収入 202,161,000  200,274,023  1,886,977  

寮費収入 187,938,000  184,542,313  3,395,687  

教育諸費収入 14,223,000  15,731,710  △ 1,508,710

 　　受託事業収入 992,000  1,001,000  △ 9,000

 　　その他の受取利息・配当金収入 244,024,000  284,919,360  △ 40,895,360

 　　施設設備利用料収入 23,986,000  23,160,200  825,800  

 　　その他の雑収入 52,135,000  45,721,839  6,413,161  

 　　授業料前受金収入      1,789,420,000       1,185,461,000  603,959,000  

 　　入学金前受金収入 83,700,000  92,200,000  △ 8,500,000

 　　実験実習料前受金収入 14,499,000  6,670,000  7,829,000  

 　　教育充実費前受金収入 128,760,000  115,560,000  13,200,000  

 　　その他の前受金収入 163,152,000  157,793,190  5,358,810  

 　　前期末未収入金収入 44,456,000  42,938,498  1,517,502  

 　　仮払金回収収入 23,923,000  13,256,846  10,666,154  

 　　預け金回収収入 400,000,000  400,000,000  0  

 　　預り金受入収入 373,696,000  406,464,924  △ 32,768,924

 　　預り保証金受入収入 14,393,000  15,750,000  △ 1,357,000

 　　期末未収入金 △ 16,606,000 △ 13,174,345 △ 3,431,655

 　　前期末前受金 △ 1,874,928,000 △ 1,874,927,920  △ 80  

(単位　円)



 収　入　の　部

科 目 予　　算 決　　算 差　　異

(単位　円)



 支　出　の　部

科 目 予　　算 決　　算 差　　異

 　　教員人件費支出 637,518,000  675,608,503  △ 38,090,503

 　　職員人件費支出 382,580,000  406,024,963  △ 23,444,963

 　　役員報酬支出 457,000  515,000  △ 58,000

 　　消耗品費支出 84,715,000  75,477,880  9,237,120  

 　　新聞雑誌費支出 3,521,000  3,697,952  △ 176,952

 　　光熱水費支出 98,844,000  70,361,911  28,482,089  

 　　旅費交通費支出 1,822,000  2,458,582  △ 636,582

 　　奨学費支出 393,697,000  545,367,900  △ 151,670,900

 　　研究費支出 5,665,000  8,642,324  △ 2,977,324

 　　通信運搬費支出 8,170,000  8,981,954  △ 811,954

 　　印刷製本費支出 20,047,000  15,514,807  4,532,193  

 　　修繕費支出 38,624,000  36,148,373  2,475,627  

 　　保守料支出 3,738,000  2,794,814  943,186  

 　　損害保険料支出 5,752,000  5,323,603  428,397  

 　　賃借料支出 95,594,000  98,030,139  △ 2,436,139

 　　学生費支出 859,000  200,000  659,000  

 　　保健衛生費支出 8,205,000  7,051,121  1,153,879  

 　　公租公課支出 0  7,281  △ 7,281

 　　支払報酬手数料支出 143,804,000  139,181,532  4,622,468  

 　　諸会費支出 3,740,000  3,381,280  358,720  

 　　放送大学支出 196,125,000  139,787,500  56,337,500  

 　　雑費支出 529,000  1,782,736  △ 1,253,736

 　　消耗品費支出 12,343,000  22,161,621  △ 9,818,621

 　　新聞雑誌費支出 44,000  0  44,000  

 　　光熱水費支出 10,967,000  9,591,081  1,375,919  

 　　旅費交通費支出 10,171,000  11,034,438  △ 863,438

 　　検定料減免費支出 3,146,000  1,870,000  1,276,000  

 　　福利費支出 1,715,000  1,943,942  △ 228,942

 　　通信運搬費支出 28,950,000  21,283,567  7,666,433  

 　　印刷製本費支出 116,797,000  68,884,657  47,912,343  

 　　修繕費支出 36,719,000  33,736,673  2,982,327  

 　　保守料支出 2,614,000  3,858,800  △ 1,244,800

 　　損害保険料支出 8,382,000  6,657,874  1,724,126  

 　　広報費支出 329,484,000  327,514,553  1,969,447  

 　　賃借料支出 10,975,000  15,570,189  △ 4,595,189

 　　渉外費支出 8,496,000  4,093,079  4,402,921  

 　　食糧費支出 1,533,000  2,324,277  △ 791,277

 　　公租公課支出 2,872,000  1,131,136  1,740,864  

 　　支払報酬手数料支出 142,781,000  121,875,681  20,905,319  

 　　諸会費支出 3,316,000  4,622,844  △ 1,306,844

 　　私立大学等経常費補助金返還金支出 363,000  363,000  0  

 　　雑費支出 1,857,000  6,162,242  △ 4,305,242

 　　土地支出 100,000,000  100,160,395  △ 160,395

 　　建物支出 63,440,000  0  63,440,000  

 　　構築物支出 34,400,000  632,500  33,767,500  

 　　教育研究用機器備品支出 13,500,000  66,820,600  △ 53,320,600

 　　管理用機器備品支出 0  2,715,890  △ 2,715,890

 　　図書支出 3,150,000  2,309,161  840,839  

(単位　円)



 支　出　の　部

科 目 予　　算 決　　算 差　　異

 　　有価証券購入支出 400,000,000  800,000,000  △ 400,000,000

 　　学院整備引当特定資産繰入支出 50,000,000  50,000,000  0  

 　　減価償却引当特定資産繰入支出 8,000,000  8,000,000  0  

 　　前期末未払金支払支出 16,434,000  10,242,224  6,191,776  

 　　預り金支払支出 373,352,000  418,854,376  △ 45,502,376

 　　預り保証金支払支出 40,768,000  22,350,000  18,418,000  

 　　前払金支払支出 58,112,000  70,812,142  △ 12,700,142

 　　仮払金支払支出 16,815,000  13,094,446  3,720,554  

 　〔予備費〕 0  0  

 　　期末未払金 △ 19,608,000 △ 14,520,070 △ 5,087,930

 　　前期末前払金 △ 69,753,000 △ 76,382,796 6,629,796  

(単位　円)



令和 7年 4月 1日 から

令和 8年 3月31日 まで
(単位　円)

科　目 金額
 学生生徒等納付金収入      3,577,977,650  

教  手数料収入 28,375,800  

育 収  特別寄付金収入 350,000  

活 入  経常費等補助金収入 321,175,835  

動  付随事業収入 201,275,023  

に  雑収入 68,882,039  

よ  教育活動資金収入計      4,198,036,347  

る  人件費支出      1,082,148,466  

資 支  教育研究経費支出      1,164,191,689  

金 出  管理経費支出 664,679,654  

収  教育活動資金支出計      2,911,019,809  

支 差引      1,287,016,538  

 　　調整勘定等 △ 277,631,077

 　教育活動資金収支差額      1,009,385,461  

施 科　目 金額
設 収  施設設備補助金収入 0  

整 入  施設設備売却収入 0  

備  施設整備等活動資金収入計 0  

等  施設関係支出 100,792,895  

活 支  設備関係支出 71,845,651  

動 出  学院整備引当特定資産繰入支出 50,000,000  

に  減価償却引当特定資産繰入支出 8,000,000  

よ  施設整備等活動資金支出計 230,638,546  

る 差引 △ 230,638,546

資  　　調整勘定等 0  

金  　施設整備等活動資金収支差額 △ 230,638,546

収
支

小計（教育活動資金収支差額＋施設整備等活動資金収支差額） 778,746,915  

科　目 金額
 有価証券売却収入 400,000,000  

そ  仮払金回収収入 13,256,846  

の  預け金回収収入 400,000,000  

他 収  預り金受入収入 406,464,924  

の 入  預り保証金受入収入 15,750,000  

活  　小計      1,235,471,770  

動  受取利息・配当金収入 284,919,360  

に  その他の活動資金収入計      1,520,391,130  

よ  有価証券購入支出 800,000,000  

る  預り金支払支出 418,854,376  

資 支  預り保証金支払支出 22,350,000  

金 出  仮払金支払支出 13,094,446  

収  　小計      1,254,298,822  

支  その他の活動資金支出計      1,254,298,822  

差引 266,092,308  

 　　調整勘定等 0  

 　その他の活動資金収支差額 266,092,308  

支払資金の増減額（小計＋その他の活動資金収支差額）      1,044,839,223  

前年度繰越支払資金      9,749,632,608  

翌年度繰越支払資金     10,794,471,831  



活動区分ごとの調整勘定等の計算過程は以下のとおり。

項目

前受金収入     1,557,684,190     1,557,684,190 0 0

前期末未収入金 42,938,498 42,938,498 0 0

期末未収入金 △ 13,174,345 △ 13,174,345 0 0

前期末前受金 △ 1,874,927,920 △ 1,874,927,920 0 0

△ 287,479,577 △ 287,479,577 0 0収入計

前期末未払金支払支出 10,242,224 10,242,224 0 0

前払金支払支出 70,812,142 70,812,142 0 0

期末未払金 △ 14,520,070 △ 14,520,070 0 0

前期末前払金 △ 76,382,796 △ 76,382,796 0 0

△ 9,848,500 △ 9,848,500 0 0支出計
△ 277,631,077 △ 277,631,077 0 0収入計‐支出計

(単位　円)



令和 7年 4月 1日

令和 8年 3月31日

から

まで

科 目 予　　算 決　　算 差　　異

 　授業料      3,055,380,000       2,997,664,070  57,715,930  

 　入学金 113,250,000  116,350,000  △ 3,100,000

 　実験実習料 12,280,000  12,537,500  △ 257,500

 　教育充実費 315,000,000  362,160,000  △ 47,160,000

 　施設設備費 8,640,000  7,380,000  1,260,000  

 　教材費 86,138,000  81,886,080  4,251,920  

 　入学検定料 26,879,000  23,072,000  3,807,000  

 　試験料 396,000  333,000  63,000  

 　証明手数料 1,166,000  867,100  298,900  

 　在籍管理料 2,876,000  3,750,000  △ 874,000事

 　その他の手数料 366,000  353,700  12,300  業
活
動

 　特別寄付金 1,000,000  350,000  650,000  収

 　現物寄付 700,000  132,000  568,000  入
の
部

 　国庫補助金 120,247,000  196,087,100  △ 75,840,100

 　地方公共団体補助金 85,562,000  125,088,735  △ 39,526,735

 　補助活動収入 202,161,000  200,274,023  1,886,977  

 　　寮費収入 187,938,000  184,542,313  3,395,687  

 　　教育諸費収入 14,223,000  15,731,710  △ 1,508,710

 　受託事業収入 992,000  1,001,000  △ 9,000

 　施設設備利用料 23,986,000  23,160,200  825,800  

 　その他の雑収入 52,135,000  45,721,839  6,413,161  

科 目 予　　算 決　　算 差　　異

 　教員人件費 637,518,000  652,011,701  △ 14,493,701

 　職員人件費 382,580,000  389,885,554  △ 7,305,554

 　役員報酬 457,000  515,000  △ 58,000

 　賞与引当金繰入額 34,994,000  41,012,863  △ 6,018,863

 　消耗品費 84,715,000  75,609,880  9,105,120  教

 　新聞雑誌費 3,521,000  3,697,952  △ 176,952育

 　光熱水費 98,844,000  70,361,911  28,482,089  活

 　旅費交通費 1,822,000  2,458,582  △ 636,582動

 　奨学費 393,697,000  545,367,900  △ 151,670,900収

 　減価償却額 390,368,000  380,517,458  9,850,542  支

 　研究費 5,665,000  8,642,324  △ 2,977,324

 　通信運搬費 8,170,000  8,981,954  △ 811,954

 　印刷製本費 20,047,000  15,514,807  4,532,193  

 　修繕費 38,624,000  36,148,373  2,475,627  

 　保守料 3,738,000  2,794,814  943,186  

 　損害保険料 5,752,000  5,323,603  428,397  

 　賃借料 95,594,000  98,030,139  △ 2,436,139

 　学生費 859,000  200,000  659,000  

 　保健衛生費 8,205,000  7,051,121  1,153,879  

 　公租公課 0  7,281  △ 7,281

 　支払報酬手数料 143,804,000  139,181,532  4,622,468  事

 　諸会費 3,740,000  3,381,280  358,720  業

 　放送大学支出 196,125,000  139,787,500  56,337,500  活

(単位　円)



予　　算 決　　算 差　　異動 科 目

529,000  1,782,736  △ 1,253,736支  　雑費
出

の

12,343,000  22,212,910  △ 9,869,910部  　消耗品費

44,000  0  44,000   　新聞雑誌費

10,967,000  9,591,081  1,375,919   　光熱水費

10,171,000  11,034,438  △ 863,438 　旅費交通費

122,388,000  133,313,887  △ 10,925,887 　減価償却額

3,146,000  1,870,000  1,276,000   　検定料減免費

1,715,000  1,943,942  △ 228,942 　福利費

28,950,000  21,283,567  7,666,433   　通信運搬費

116,797,000  68,884,657  47,912,343   　印刷製本費

36,719,000  33,736,673  2,982,327   　修繕費

2,614,000  3,858,800  △ 1,244,800 　保守料

8,382,000  6,657,874  1,724,126   　損害保険料

329,484,000  327,514,553  1,969,447   　広報費

10,975,000  15,570,189  △ 4,595,189 　賃借料

8,496,000  4,184,079  4,311,921   　渉外費

1,533,000  2,328,504  △ 795,504 　食糧費

2,872,000  1,131,136  1,740,864   　公租公課

142,781,000  121,885,681  20,895,319   　支払報酬手数料

3,316,000  4,622,844  △ 1,306,844 　諸会費

363,000  363,000  0   　私立大学等経常費補助金返還金

1,857,000  6,162,242  △ 4,305,242 　雑費

0  3,595,500  △ 3,595,500 　徴収不能額

予　　算 決　　算 差　　異科 目
事

244,024,000  344,136,959  △ 100,112,959業  　その他の受取利息・配当金収入
活

動

0  87,939,211  △ 87,939,211収  　為替差益
教 入

育 の

活 部

動

予　　算 決　　算 差　　異外 事 科 目
収 業

支 活

動

支

出

の

部

予　　算 決　　算 差　　異事 科 目
業

活

動

0  367,337  △ 367,337収  　現物寄付
入

の

部

特

予　　算 決　　算 差　　異別 科 目
収 事

0  125   △ 125  支 業  　設備処分差額

(単位　円)



予　　算 決　　算 差　　異活 科 目
動

支

34,309,000  39,736,211  △ 5,427,211出  　賞与引当金特別繰入額
の

部

0  0   [予備費]

 （参考）

     4,353,178,000       4,630,611,854  △ 277,433,854 事業活動収入計

     3,449,590,000       3,469,748,158  △ 20,158,158 事業活動支出計

(単位　円)



監 査 報 告 書

令和８年５月２２日 

学校法人 二本松学院 

  理 事 会 御中 

  評議員会 御中 

学校法人 二本松学院 

監 事 藤 田 祥 子 ㊞ 

監 事 山 形 進 ㊞ 

私たち監事は、令和７年４月１日から令和８年３月31日までの令和７年度の学

校法人二本松学院の業務及び財産の状況並びに理事の職務の執行の状況について

監査を行いました。その方法及び結果について、次の通り報告いたします。 

１ 監査の方法及びその内容 

各監事は、理事及び職員等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整

備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。 

（１） 理事会及び評議員会その他重要な会議に出席し、理事及び職員等からその

職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類

等を閲覧し、本法人の業務及び財産の状況を調査いたしました。 

（２） 事業報告に記載されている理事の職務の執行が法令及び寄附行為に適合す

ることを確保するための体制その他学校法人の業務の適正を確保するために必

要なものとして私立学校法施行規則第13条各号に掲げる体制の整備に関する理

事会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）

について、理事及び職員等からその構築及び運用の状況について定期的に報告

を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。 

（３） 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを

監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告

を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が

適正に行われることを確保するための体制」（私立学校法施行規則第37条各号に

掲げる事項）を整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。 

以上の方法に基づき、当該会計年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算

関係書類（計算書類及びその附属明細書）並びに財産目録について検討いたしま

した。 



 

２ 監査の結果 

（１） 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び寄附行為に従い、本法人の状

況を正しく示しているものと認めます。 

② 理事の職務の遂行に関する不正の行為又は法令若しくは寄附行為に違反

する重大な事実は認められません。 

③ 内部統制システムに関する理事会決議の内容は相当であると認めます。

また、当該内部システムに関する事業報告の記載内容及び理事の職務の執

行についても、指摘すべき事項は認められません。 

（２） 計算関係書類及び財産目録の監査結果

会計監査人清稜監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

以 上 

（注）上記は監事の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したもので 

あり、その原本は学校法人 二本松学院が別途保管しております。 



二本松学院 財務報告 

１．財務三表等の概要 

令和７(2025)年度決算については、資金収支計算書の収入及び支出の部合計額が 151 億 80 百万円、

事業活動収支計算書の当年度収支差額が９億 97百万円の収入超過、貸借対照表の資産総額が 291億 25

百万円となった。 

事業活動収支計算書（企業会計における損益計算書に該当）についてみると、事業活動収入（46 億

30 百万円）から当年度の費用である事業活動支出（34 億 70 百万円）を差し引いた基本金組入前当年

度収支差額は 11 億 61 百万円のプラスとなった。また、基本金組入前当年度収支差額から基本金組入

額（１億 64 百万円）を差し引いた当年度収支差額は前述のように９億 97 百万円のプラスとなってい

る。 

資金収支計算書（企業会計におけるキャッシュフロー）については、令和７年度収支計算の結果、次

年度に繰越される支払資金の残高は、期首の 97億 50 百万円から 10 億 45百万円増加し、107 億 94百

万円となった。 

貸借対照表については、資産総額は 291 億 25 百万円と昨年度比で８億 90 百万円増加し、純資産額

（資産総額―負債額＝基本金＋繰越収支差額）は 11 億 61 百万円の増額となり、271 億 30 百万円とな

っている。 

 以上、財務三表の概要を記したが、東山キャンパス隣接の校舎建設予定地購入費 1億円や施設・設備

投資に係る支払いがあったにもかかわらず総資金量が増加し、順調に財産形成がなされ、良好な財政状

態が継続しているといえる。 

当年度の収入を見てみると、主たる収入源である学生生徒等納付金は 35 億 78 百万円で、昨年度額

39億 36百万円に対し、３億 58百万円の減少となった。一方、経常費等補助金３億 21百万円（前年度

1億 91百万円）、受取利息・配当金３億 44百万円（前年度２億 64百万円）などにより、事業活動収入

全体として前年度比１億 23百万円の減収となっている。 

支出の面では、人件費が 10億 82 百万円（前年度 10億 18百万円）、教育研究経費が 15億 45百万円

（前年度 13億 99百万円）、管理経費が７億 98百万円（前年度９億 09百万円）となっている。 

 基本金については、東山キャンパス隣接の校舎建設予定地購入費 1 億円の組入のほか、園部キャン

パス４号館及び２号館 CAD室設備更新他に係る組入を行った。また、第４号基本金は、今年度末保持す

べき第４号基本金額が、既組入額に比し 18％の増加となり、100 分の 120 を下回ったため、追加組入

を行わないこととした。 

財務比率については、最も概括的で重要な指標とされている純資産構成比率（純資産の「総負債及び

純資産の合計額」に占める構成割合）が 93.1％と引き続き良好な割合となっている。 

また、運用資産余裕比率や積立率等の貸借対照表関係比率は、全体として、良好な比率となっており、

引き続き安定した財務状態が続いていると言える。さらに、翌年度繰越収支差額が９億 97百万円増加

し、総資金量は 171億 25百万円となった。 

また、平成 27(2015)年度から、私立大学法人の経営状態を 14段階に区分して、財政の健全性を把握

する、日本私立学校振興・共済事業団の「定量的な経営判断指標に基づく経営状態の区分」については、

経営状態が最も良好なＡ１から最も不良なＤ３の内、本学院は、平成 27年度においては最上位のＡ１、

平成 28(2016)年度からは最上位の次のＡ２となっていたが、令和元(2019)年度決算においては４年度

ぶりに最上位のＡ１となり、以降Ａ１が続き、令和７年度決算もＡ１であり、財政の健全性は極めて高

いといえる。





３．経年貸借対照表

〔単位：千円〕

Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 差異（Ｒ７-Ｒ６）

固定資産 16,485,640 17,965,747 18,243,281 277,534

流動資産 10,639,057 10,269,414 10,881,635 612,221

資産の部合計 27,124,697 28,235,161 29,124,916 889,755

固定負債 255,621 315,326 328,559 13,233

流動負債 2,309,505 1,951,077 1,666,735 △ 284,342

負債の部合計 2,565,125 2,266,404 1,995,294 △ 271,110

基本金 20,325,346 20,589,748 20,753,414 163,666

繰越収支差額 4,234,226 5,379,009 6,376,208 997,199

純資産の部合計 24,559,572 25,968,758 27,129,621 1,160,863

負債及び純資産
の部合計

27,124,697 28,235,161 29,124,916 889,755

令和５年度～令和７年度　貸借対照表



４．経年事業活動収支計算書

〔単位：千円〕

Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 差異（Ｒ７-Ｒ６）

   学生生徒等納付金 4,335,156 3,935,575 3,577,978 △ 357,597

   手数料 30,299 31,110 28,376 △ 2,734

　寄付金 94 0 482 482

　経常費等補助金 215,354 190,764 321,176 130,412

　付随事業収入 264,155 225,227 201,275 △ 23,952

　雑収入 61,335 105,316 68,882 △ 36,434

　教育活動収入計 4,906,394 4,487,991 4,198,168 △ 289,823

　人件費 1,001,933 1,018,814 1,083,425 64,611

　教育研究経費 1,449,066 1,399,281 1,544,841 145,560

　管理経費 681,191 908,606 798,150 △ 110,456

　徴収不能額等 0 1,518 3,596 2,078

　教育活動支出計 3,132,190 3,328,219 3,430,012 101,793

教育活動収支差額 1,774,204 1,159,773 768,157 △ 391,616

　受取利息・配当金 105,517 263,668 344,137 80,469

　その他の教育活動外収入 136,902 13 87,939 87,926

　教育活動外収入計 242,420 263,681 432,076 168,395

　借入金等利息 0 0 0 0

　その他の教育活動外支出 0 16,145 0 △ 16,145

　教育活動外支出計 0 16,145 0 △ 16,145

教育活動外収支差額 242,420 247,536 432,076 184,540

2,016,623 1,407,309 1,200,233 △ 207,076

　資産売却差額 4,590 1,446 0 △ 1,446

　その他の特別収入 404 432 367 △ 65

　特別収入計 4,994 1,877 367 △ 1,510

　資産処分差額 1 0 0 0

　その他の特別支出 0 0 39,736 39,736

　特別支出計 1 0 39,736 39,736

特別収支差額 4,993 1,877 △ 39,369 △ 41,246

2,021,616 1,409,186 1,160,864 △ 248,322

△ 220,962 △ 264,403 △ 163,665 100,738

1,800,654 1,144,783 997,199 △ 147,584

2,411,367 4,234,226 5,379,009 1,144,783

22,205 0 0 0

4,234,226 5,379,009 6,376,208 997,199

5,153,807 4,753,549 4,630,612 △ 122,937

3,132,191 3,344,363 3,469,748 125,385

教
育
活
動
収
支

教
育
活
動
外
収
支

特
別
収
支

令和５年度～令和７年度　事業活動収支計算書

科目

 経常収支差額

　事業活動収入計

　事業活動支出計

基本金組入前当年度収支差額

基本金組入額合計

当年度収支差額

前年度繰越収支差額

基本金取崩額

翌年度繰越収支差額



５．経年資金収支計算書

〔単位：千円〕

収入の部 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 差異（R7-R6）

学生生徒等納付金収入 4,335,156 3,935,575 3,577,978 △ 357,597

手数料収入 30,299 31,110 28,376 △ 2,734

寄付金収入 94 0 350 350

補助金収入 215,354 190,764 321,176 130,412

資産売却収入 1,987,473 901,446 400,000 △ 501,446

付随事業・収益事業収入 264,155 225,227 201,275 △ 23,952

受取利息・配当金収入 51,889 204,421 284,919 80,498

雑収入 61,335 105,316 68,882 △ 36,434

借入金等収入 0 0 0 0

前受金収入 2,166,469 1,874,928 1,557,684 △ 317,244

その他の収入 469,199 455,872 878,410 422,538

資金収入調整勘定 △ 2,499,660 △ 2,210,925 △ 1,888,102 322,823

前年度繰越支払資金 10,157,953 10,591,527 9,749,633 △ 841,894

収入の部合計 17,239,717 16,305,259 15,180,581 △ 1,124,678

支出の部 R5年度 R6年度 R7年度 差異（R7-R6）

人件費支出 1,001,933 1,018,814 1,082,148 63,334

教育研究経費支出 1,050,541 1,019,313 1,164,192 144,879

管理経費支出 571,902 780,251 664,680 △ 115,571

借入金等利息支出 0 0 0 0

借入金等返済支出 0 0 0 0

施設関係支出 211,033 239,920 100,793 △ 139,127

設備関係支出 23,253 39,979 71,846 31,867

資産運用支出 3,358,000 2,955,400 858,000 △ 2,097,400

その他の支出 511,081 563,446 535,353 △ 28,093

資金支出調整勘定 △ 79,554 △ 61,496 △ 90,903 △ 29,407

翌年度繰越支払資金 10,591,527 9,749,633 10,794,472 1,044,839

支出の部合計 17,239,717 16,305,259 15,180,581 △ 1,124,678

令和５年度～令和７年度　資金収支計算書



６．主な科目説明 

 

計算書類中の主な科目についての説明 

  ・学生生徒等納付金： 

学生等から納入された授業料、教育充実費、入学金等 

・手数料： 

入学検定料や証明書発行手数料等 

・寄付金： 

学院や各校に対する寄付金 

・経常費等補助金： 

国や地方公共団体から交付される補助金 

  ・付随事業収入： 

寮費やスクールバス利用料等                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                           

  ・人件費： 

専任教職員や非常勤教職員などに支給する給与等 

  ・教育研究経費： 

教育研究活動や学生等の学習支援等に支出する経費 

・管理経費： 

総務・人事・経理等の法人業務に支出する経費 

・基本金組入前当年度収支差額： 

経常収支差額と特別収支差額の計 

・基本金組入額合計： 

学校法人が、必要な資産を継続的に保持するために維持すべきものとして、事業 

活動収入から組み入れた額 

・当年度収支差額： 

基本金組入前当年度収支差額から基本金組入額合計を差し引いた額 

・事業活動収入： 

学生納付金、手数料、寄付金、補助金などの、学校法人の負債とならない収入 

・事業活動支出： 

人件費や教育研究経費、管理経費等 

・教育活動収支： 

学校法人の本業である教育研究事業の収支で、経常的な事業活動収入及び支出の 

うち、教育活動外収支に係る事業活動収入及び支出を除いたもの 

・教育活動外収支： 

主に財務活動の収支で、資金調達と資金運用の活動に係る収支をいう 

・特別収支： 

特殊な要因によって一時的に発生した臨時的な事業活動収入及び事業活動支出を 

いう 

 



事業活動収支計算書（グラフ等）

4,198,168 

432,076 

367 

3,430,012 

0 39,736 
0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

3,500,000

4,000,000

4,500,000

教育活動収支 教育活動外収支 特別収支

事業活動費 収支

収入 支出

教育活動収支内訳

学生生徒等納付金 3,577,978 

手数料 28,376 

寄付金 482 

経常費等補助金 321,176 

付随事業収入 201,275 

雑収入 68,882 

（単位：千円）

（単位：千円）



学校法人会計の特徴や企業会計との違い等の説明資料 
 

学校法人二本松学院 
 

学校法人の会計は、教育研究上の要求と財政上の諸条件との持続的な調和を 
図り、学校法人の永続的な維持を可能にするための計測の指針を提供するとと 
もに、学校法人の諸活動の合理的な決定とその実行結果についての判断に資す 
る資料を的確に提供するものです。 
企業がその活動において業績を伸ばし利益を獲得することが目的なのに対し 

て、学校法人は公共性の高い教育を提供し続けていくということが目的になっ 
ています。具体的な指標として、企業会計においては、その損益計算書で純利 
益がいくらになっているかを明確にすることが必要なのに対して、学校法人会 
計においては、その事業活動収支計算書で教育を継続し得る資産の保有を前提 
に、いかに均衡が取れた収支を維持できるかということを明確にすることが求 
められています。学校法人では、収入はすべて教育研究のために還元されるこ 
とが基本であり、分配のための利益をあげるという概念は存在しません。単年 
度の収支を確定し、収入超過であれば未来の教育研究のためにどのように有効 
活用していくか、支出超過となれば、それをどう軌道修正し、縮小していくか 
が課題となります。両会計においては、その財政状態を広く公表できるように 
財務諸表が作成されていますが、企業会計では、貸借対照表、損益計算書、 
キャッシュフロー計算書等があり、学校会計では、貸借対照表、事業活動収支 
計算書、資金収支計算書等となっています。 
次に、両会計の大きな違いとなる「基本金」と「資本金」について、企業会 

計の「資本金」は、不特定多数の投資家から集めた企業の資本です。それは投 
資家の所有物であり、資本金を提供するか解約するかは投資家の意思に属して 
います。また、それを元手に獲得した利益＝儲けについても同様で、投資家が 
構成する最高議決機関である株主総会で事業に投資するのか、投資家に分配す 
るのか等を決定することができます。一方、学校法人会計の「基本金」は、学 
校法人が教育事業を継続するにあたり不可欠な土地、建物、資金等の財産を数 
値で表したもので、その原資は学校法人の設立当初、寄付によって賄われたも 
のです。以降、学校法人が財産を取得した場合には、学校法人会計基準により、 
基本金に計上します。このことを学校会計では基本金を組み入れると表現しま 
す。そして、一旦基本金に組み入れた金額は原則として取り崩すことはできま 
せん。これによって、学校法人は教育研究の継続を担保しています。 



△　高い値が良い

▼　低い値が良い

特定資産

総資産

流動資産

総資産

運用資産-総負債

総資産

純資産

総負債＋純資産

固定資産

純資産

固定資産

純資産+固定負債

流動資産

流動負債

現金預金

前受金

特定資産構成比率 △ 3.1 ％ 3.2

令和７年度決算　財務分析資料

貸借対照表関係比率

二本松学院 二本松学院 二本松学院 大学法人平均
内容

％ 3.3 ％ 23.7 ％
特定の目的のために保有する金融資産
の蓄積状況

計算式
令和５年度決算 令和６年度決算 令和７年度決算 (医歯系除く)

内部留保資産比率 △ 44.4 ％ 46.8

流動資産構成比率 △ 39.2 ％ 36.4

％ 51.9 ％ 28.5 ％ 有形固定資産は自己資金で調達

37.4 ％ 13.9 ％ 資金流動性に富んでいる％

固定比率 ▼ 67.1 ％ 69.2

純資産構成比率 △ 90.5 ％ 92.0

％ 67.2 ％ 97.4 ％
固定資産取得は自己資金が望ましい
（100％未満が良好）

93.1 ％ 88.4 ％ 法人の最も概括的で重要な指標％

流動比率 △ 460.7 ％ 514.9

固定長期適合率 ▼ 66.4 ％ 68.5

％ 652.9 ％ 265.6 ％
短期的な支払い能力（200％以上が優
良）

66.4 ％ 90.9 ％ 100％超えれば固定資産取得に流動負債％

693.0 ％ 377.0 ％ 100％を割れば収入の先食い前受金保有率 △ 488.9 ％ 520.0 ％
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